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一般国道１７号
上尾道路（Ⅱ期）②

：再評価

①事業採択後、3年以上経過した時点で未着工

②事業採択後、5年以上を経過した時点で継続中の事業

③準備・計画段階で3年間が経過している事業

④再評価実施後、3年間が経過している事業

⑤社会経済情勢の変化等により再評価の実施の必要が生じた事業

：事後評価

（１）－１ 事業の目的と概要 （位置図）

１．事業の概要
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１．事業の概要
(１)－２ 事業の目的と概要

上尾道路(Ⅱ期)

上尾市小敷谷
あげおし こしきや

（単位：m）

さいたま市西区宮前町
にしく みやまえちょう

【国道17号現道】

H21年度
2/4車線開通済

(事業中)
延長2.1 km

H21年度
2/4車線開通済

(事業中)
延長4.2 km

桶川市川田谷
おけがわし かわたや

事業中
延長4.7 km

さいたまし

・国道17号の混雑緩和
・定時性・速達性の向上
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：自)埼玉県北本市石戸宿

至)埼玉県鴻巣市箕田
：９.１ｋｍ
：Ｗ=２３.０ｍ
：第４種第１級
：６０ｋｍ／ｈ
：４車線
：37,800～47,500台/日
：平成２３年度
：約５１０億円

さいたまけん きたもとし いしとしゅく

さいたまけん こうのすし みだ

凡 例
計画交通量（台/日）

再
評
価
対
象
区
間

延
長
１
１
．
０
ｋ
ｍ

上
尾
道
路

延
長
２
０
．
１
ｋ
ｍ

47,500台/日

平 面 図

目 的

計画の概要

標準横断図

【事業化横断図】

区 間

計 画 延 長
事業化幅員
道 路 規 格
設 計 速 度
車 線 数
計画交通量
事 業 化
事 業 費

至 東京

至

八
王
子

至

つ
く
ば

Ⅰ
期

Ⅱ
期

延
長
９
．
１
ｋ
ｍ

至

春
日
部

北本市石戸宿
きたもとし いしとしゅく

至

高
崎

37,800台/日

広域図

鴻巣市箕田
こうのすし みだ



H17交通量

(百台/日)
比率

周辺地域内（内々） 96 22%
周辺地域とその他地域（内外） 126 28%

周辺地域⇔埼玉県 111 25%
周辺地域⇔東京都 6 1%
周辺地域⇔その他県 9 2%

通過交通（外々） 224 50%
合計 446 100%

国道17号　ＯＤ内訳

注1：周辺地域とは、当該事業が通過する鴻巣市・北本市
注2：H17道路交通センサスの現況OD調査結果を基に算出

・上尾道路と並行する国道１７号現道の交通特性は、周辺地域（鴻巣市、北本市）に起終点を持つ
内々交通が２２％、起終点のどちらかが周辺地域にある内外交通が２８％、周辺地域を通過する
外々交通が５０％となっている。

外々交通
224

（50%）

内
々
交
通
が
22
％

内
外
交
通
が
28
％

外
々
交
通
が
50
％

内外交通
126

（28%）

内々交通
96

（22%）

埼 玉 県

東 京 都

群 馬 県
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（１）－３ 事業の目的と概要 （国道17号現道の交通特性）

表 国道17号現道の主な交通特性

１．事業の概要

上尾道路(Ⅱ期)
延長 9.1km

57,583台/日 24,299台/日

80,834台/日

30,288台/日

凡 例

内外交通

外々交通

内々交通

（単位：百台/日）

周辺地域

H17道路交通センサス交通量

平日24時間交通量



・国道17号は、広域道路ネットワークを形成するとともに、埼玉県内においては南北方向の主要交通軸
に位置づけられている道路である。

・国道17号現道は、JR高崎線と並行し、さいたま市、上尾市、桶川市、北本市、鴻巣市の市街地を通過
する。

・上尾道路は市街地を迂回して荒川と並行するルート。うち上尾道路(Ⅱ期）は、圏央道桶川北本ICから
熊谷バイパスに至る区間であり、鴻巣市箕田付近でＪＲ高崎線と交差する。
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（１）－４ 事業の目的と概要 （上尾道路周辺の状況）

１．事業の概要

画像＠2015Cnes/SpotImage,DIgitalEarthTechnology,DigitalGlobe,Lamdsat,TheGeoInfoemationGroup,地図データ©2015Google

至

東
京

至 八王子

至 つくば

至

高
崎
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写真① 天神2丁目付近の交通状況

国道17号現道の渋滞発生状況

鴻
巣
市
箕
田

至

東
京

上尾道路 （Ⅱ期） 延長 9.1km 

１．事業の概要
（２）－１ 事業の必要性（国道17号現道の渋滞状況）

・上尾道路（Ⅱ期）に並行する国道17号現道の損失時間は、234.0千人時間/年・kmで、全国平均（26.3
千人時間/年・km）の約9倍となっている。

・上尾道路の整備により、国道17号現道の交通渋滞の緩和が見込まれる。

再評価対象区間

至

高
崎

白岡菖蒲IC

 
122

 
17 

 
17 

 
17 

桶川加納IC

桶川北本IC

至 つくば

至 八王子

久喜白岡JCT

 

 

 

    

   

坂
田

山
中

宮
内

天
神
２

天
神
１

鴻
巣
警
察
署
前

宮
地

神
明
町

箕
田箕

田
南

北
本
市
石
戸
宿

損失時間：234.0千人時間/年・km
（全国平均26.3千人時間/年・km ）

上尾道路（Ⅰ期）
延長 11.0km 

こ
う
の
す
し
み
だ

き
た
も
と
し
い
し
と
し
ゅ
く

写
真
①↑

：2/4車線開通

：事業中

：信号交差点

：主要渋滞箇所

 

凡 例

： 0～ 50
： 50～100
：100～200
：200～

単位：千人時間/年・ｋｍ

※損失時間はプローブデータ（H21.4～H22.3）
※年間損失時間の全国平均は、国土交通省調べ
※（主要渋滞箇所）首都圏ボトルネック対策協議会

320

670

450

310

230
210230

至高崎

至東京

撮影：平成27年4月



0 50 100 150

整備前

整備後

114分

93分

国道17号現道利用

上尾道路利用

（分）

２１分
短縮
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１．事業の概要

・上尾道路（Ⅱ期）の整備により、埼玉県北部地域にある施行時特例市の熊谷市役所～埼玉県庁間
の所要時間が114分→93分と約21分短縮される。

（施行時特例市）熊谷市役所と埼玉県庁間の所要時間が短縮

再
評
価
対
象
区
間

Ⅱ
期

延
長
９
．
１
ｋ
ｍ

【所要時間の算出方法】
整 備 前：H22道路交通センサス混雑時旅行速度
整 備 後：開通済み区間は整備前と同じ、未開通区間は設計速度

熊谷市役所⇔埼玉県庁間の所要時間の変化

：整備前

：整備後

（２）－２ 事業の必要性（所要時間の短縮）

至 高崎

至 東京 撮影：平成27年4月

写真①箕田交差点付近の交通状況 写真②天神2丁目交差点付近の交通状況

至 東京

至 高崎 撮影：平成27年4月

写
真
①

写
真
②

【施行時特例市とは】
要件：人口２０万人以上
手続：①市議会の議決を得る。②都道府県の同意を得る。③国へ申請

これまでの「特例市」は、H27.4.1以降「施行時特例市」に移行

至 東京

至

高
崎

29,100(台/日)
51,533(台/日)

上段：計画交通量
下段：Ｈ22センサス交通量

（平日24時間）

凡 例



昭和４４年度 都市計画決定 幅員：４０ｍ
平成 元 年度 都市計画変更 幅員：５７ｍ
平成２３年度 事業化、調査・設計に着手
平成２５年度 測量・地質調査説明会
平成２７年度 設計・用地説明会(予定)
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２．事業の進捗と残事業の概要

縦断図

至

高
崎

至

東
京

凡 例（平面図）

 

箕
田

 

天
神
２
丁
目

平面図

残事業



・当初事業化幅員２３ｍに対する土地所有者や沿線自治体からの懸念を踏まえ、事業対象範囲
を都市計画幅員５７ｍに変更する。

３．事業対象範囲の変更
（１）変更の概要
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単位：メートル断面図【当初】

断面図【変更】

事業変更の要因 増額

約265億円

①用地 ○事業対象範囲の変更により、用地買収面積が増加するため。 約160億円

②副道整備等
○沿道の土地利用に配慮し車道へのアクセスをしやすくすること、

　 及び完成形で整備することが可能となったため。
約105億円

項目

事業対象範囲の変更



１．事業の概要
（２） 国道17号バイパスの都市計画決定時と事業化時の道路幅員
・本区間は、地域高規格道路の機能を有した計画が盛り込まれた都市計画決定がなされている。
・上尾道路Ⅱ期を除いて、都市計画幅員と同幅員で事業化されている。

３．事業対象範囲の変更
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新大宮バイパス

上尾道路Ⅰ期

上尾道路Ⅱ期

熊谷バイパス

深谷バイパス

延長15.9km

延長3.7km

延長9.1km

延長11.0km

延長20.6km

再評価対象区間

42.5ｍ

（平成12年度開通済）

（事業中）

都市計画幅員、事業化幅員とも50ｍ

都市計画幅員、事業化幅員とも50ｍ

都市計画幅員：57ｍ
事業化幅員：23ｍ

都市計画幅員、事業化幅員とも57ｍ

都市計画幅員、事業化幅員とも42.5ｍ

57ｍ

50ｍ

23ｍ

50ｍ

57ｍ

都市計画幅員
事業化幅員
専 用 部
（開通済区間）

【凡 例】

都市計画幅員
事業化幅員

のイメージ

（平成15年度開通済）

（昭和54年度開通済）



３．事業対象範囲の変更
（３） 当初事業化の方針とそれに対する地元の反応

・事業化時はコスト縮減と事業の迅速化を目指し、２３ｍの幅員で事業化した。
・この事業化の方針に対して、土地所有者や沿線自治体から不満・不安・懸念の声が寄せられた。

低コストで早期に整備効果を発現させることを
目的として都市計画幅員５７ｍに対し、２３ｍの
幅員で事業化

標準断面図

当初事業化時

①土地所有者の不満・不安
都市計画区域内に土地を所有するが、当初事業化の方針（幅員２３ｍ）の場合に買収対象に
なるのかとの不安や、所有する土地の一部のみ買収対象となることへの不満

②沿線自治体の懸念
上尾道路(Ⅱ期)沿道の土地に都市計画制限がかかることから、沿道への企業進出上の制約に
なるとの懸念

○当初の事業化方針に対する反応
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○当初の事業化方針
単位：メートル

土地所有者や沿線自治体から不満・不安・懸念の声が寄せられた。



３．事業対象範囲の変更
（４） 土地所有者の不満・不安の具体

・用地買収の対象は、都市計画幅員５７ｍのうち事業化した２３ｍの幅員のみ。このため、
都市計画幅員内のうち買収対象とならない範囲にも土地を所有する方から、今回と将来の
二度に分かれた土地の買収になること等に対する不満や不安の声が寄せられた。

市 名 地区名 日 程 場 所 来場者
数

北本市
石戸宿、石戸、
荒井、高尾

平成２５年９月 ３日（火）

１９：３０～２０：３５ 北本市立石戸

小学校

１２４名

平成２５年９月 ８日（日）

１０：３０～１１：２５
９７名

鴻巣市

原馬室、滝馬
室

平成２５年９月 ４日（水）

１９：３０～２０：２５

鴻巣市立馬室

小学校
２０５名

宮前、稲荷町、
箕田、赤見台

平成２５年９月 ５日（木）

１９：３０～２０：３０

鴻巣市立箕田

小学校
１８１名

大間、幸町、
堤町、北中野、
登戸、糠田

平成２５年９月 ９日（月）

１９：３０～２１：１０

鴻巣市立田間宮

小学校
１４５名

平成２５年９月１５日（日）

１０：４０～１１：５５

鴻巣市田間宮

生涯学習ｾﾝﾀｰ
１７７名

合 計 ９２９名

【平成２５年度 測量・地質調査説明会開催】

多くの方が測量・地質調査説明会に参加し、
問題意識の高さがうかがえた。

【不満・不安の具体例】

不満・不安２

不満・不安１

不満・不安３
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将来の買収時に
確保する代替地

上尾Ⅱ期
事業にて買収

将来的に
買収

土地②

土地③

土地④

今回
建直し

将来的には
再度建直しが
求められる

土地①

事業化幅員(23m)

都市計画幅員(57m)

現在の住居

(９９９名へ案内状送付)

今回求める
代替地

○代替地の分割化

○一時的な土地の二分割化

今回、建直しをしても、将来的に
は再度建直しを求められる。何
年住めるか分からず、将来の定
住地も定まらず不安。

今回求めた代替地(土地④)と将
来的に買収される土地(土地②)
とに所有地が一時的に二分割さ
れてしまう。土地利用の見通し
がたたない。

今回求める代替地(土地④)と将
来の買収時に確保する代替地
(土地③)が別の場所となることも
ありえる。

○家屋の再度建直し



３．事業対象範囲の変更
（５） 沿線自治体の懸念の具体

・沿道への商業機能等企業の進出を期待する沿線自治体は、事業化幅員２３ｍの場合には都
市計画制限のかからない都市計画区域外の土地と道路の間に、都市計画制限がかかる都市
計画区域が残ることから、企業進出の制約になると懸念している。

【懸念の具体例】

懸念１

都市計画制限を超える店舗等建物を建てる場合、道路から17mセット
バックする必要がある。道路通行者の目に留まりにくくなるため、商業
施設が進出をしないのではないか。

道路との出入りを確保するには、開発計画の土地に加え、都市計画制
限のある都市計画区域内の土地を購入・借地する必要があり、企業や
店舗を誘致するうえで条件が悪くなる。

事業化幅員(23m)

都市計画幅員(57m) 0 10 20 30 40 50m

：都市計画制限※が加わるエリア

道路との出入りを確
保するため、確保が
必要な土地（懸念2
参照）

※都市計画制限（都市計画法第53条）
➀階数が３以下であり、かつ、地階を有しないこと。
②主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造であること。

懸念２

12



■総便益（Ｂ）

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれについて推計し、「費用
便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

■総費用（Ｃ）

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

４．事業の評価
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１）計算条件
【参考：新規事業化（H22）】

・基準年次 ：平成27年度 平成22年度
・供用開始年次 ：平成35年度 平成33年度
・分析対象期間 ：供用後50年間 供用後50年間
・基礎データ ：平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ 平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ
・交通量の推計時点：平成42年度 平成42年度
・計画交通量 ：37,800～47,500（台/日） 39,900～47,900（台/日）
・事業費 ：約 510億円 約 245億円
・総便益（Ｂ） ：約1,218億円(3,535億円

※
) 約1,105億円(3,549億円

※
)

・総費用（Ｃ） ：約 435億円(  621億円
※
) 約 194億円(  350億円

※
)

・費用便益比 ：2.8 5.7
※基準年次における現在価値化前を示す



便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部

収益率

（ＥＩＲＲ）1,013億円 138億円 67億円 1,218億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

２．８ １１．４％
391億円 43億円 435億円

２）事業全体

３）残事業

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部

収益率

（ＥＩＲＲ）1,013億円 138億円 67億円 1,218億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

２．９ １１．６％
384億円 43億円 427億円

４．事業の評価

基準年：平成27年度
注1）便益・費用については、平成２７年度を基準年とし、社会的割引率を４％として現在価値化した値である。
注2）費用及び便益額は整数止めとする。
注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段

階の改善を反映している。
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・用地取得率は0.2％（H27.4現在）。

・平成２３年度から、調査・設計を実施。

・平成２５年度に、測量・地質調査説明会実施。

・平成２７年度に、設計・用地説明会を実施予定。

・上尾道路の開通による効果を早期に発現するため、引き続き用地取得・工事を推進予定。

■事業の計画から完成までの流れ 上尾道路（Ⅱ期）

５．事業の見込み等

15

※完成年度は、費用便益比算定上設定した年次である。

新規事業採択

～

都市
計画
決定

H34H33H32

今回再評価

H29H25 H30 H31年　　　度 ～S44 H1

都市計画決定

工事

測量
地質

測量・調査・設計

説明会

H26

事業化

都市
計画
変更

用地取得

開通

測量
調査
設計

調査
設計

設計
用地

調査
設計

完了

調査
設計

H27H22 H24

測量
調査
設計

H23

事業化

測量
調査
設計

H28

調査
設計



６．関連自治体等の意見
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（１）埼玉県知事からの意見

上尾道路は、首都圏と上越地方を結ぶ国土の大動脈である国道１７号の一部であり、圏央道へ
のアクセス向上や国道１７号現道の慢性的な渋滞緩和を図る上で非常に重要な道路です。

ついては、沿線市等の意見を踏まえながら、早期整備に努めていただくようお願いします。



（１）事業の必要性等に関する視点

（２）事業進捗の見込みの視点

（３）対応方針（原案）

７．今後の対応方針（原案）

17

・上尾道路（Ⅱ期）に並行する国道17号現道の損失時間は、234.0千人時間/年・kmで、全国平均
（26.3千人時間/年・km）の約9倍となっている。

・上尾道路の整備により、国道17号現道の交通渋滞の緩和が見込まれる。
・上尾道路（Ⅱ期）の整備により、埼玉県北部地域にある施行時特例市の熊谷市役所～埼玉県庁

間の所要時間が114分→93分と約21分短縮される。

・用地取得率は0.2％（H27.4現在）。
・平成２３年度から、調査・設計を実施。
・平成２５年度に、測量・地質調査説明会実施。
・平成２７年度に、設計・用地説明会を実施予定。
・上尾道路の開通による効果を早期に発現するため、引き続き用地取得・工事を推進予定。

・事業継続。
・上尾道路（Ⅱ期）は国道17号の混雑緩和の観点から、事業の必要性・重要性は高く、早期の効

果発現を図ることが適切である。


